
第53期決算公告

神奈川県横浜市金沢区幸浦二丁目２５番地

株式会社ミツハシ

代表取締役 三橋 美幸



.重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

     子会社株式及び関連会社株式

               移動平均法による原価法

     その他有価証券

       時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

       時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

   製品   総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

   原材料  玄米については個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

        その他については総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方

法) 

   その他のたな卸資産

      商品及び仕掛品 総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

      貯蔵品     最終仕入原価法

(3)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産   定額法によっております。

               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物    12～50 年

構築物 10～30 年

機械及び装置 10 年

車両運搬具 4 年

工具器具備品 5～10 年

無形固定資産    定額法によっております。

             なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)

に基づく定額法によっております。

(4)引当金の計上方法

   貸倒引当金     債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の一定期間における貸



倒実績から算出した貸倒実績率による繰入額のほか、個別債権の回

収可能性を勘案して必要と認められた額を計上しております。

   賞与引当金     従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当期負担額を計上

しております。

   退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見

込み額に基づき当期末において発生していると認められる額を計

上しております。

過去勤務債務は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定期間(7

年)による定額法による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定期

間(7 年)による定額法により翌期から費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上したものであります。

原料契約損失引当金 原料仕入契約の損失に備えるため、今後、損失発生の可能性が高く、

かつ、金額を合理的に見積ることができる契約について、損失見込

額を計上しております。

  (5)消費税等の計上方法

     税抜方式を採用しております。

(6)記載金額は千円未満の端数を切り捨てております。

会計方針の変更に関する注記 

  （会計上の見積りの変更を区別することが困難な会計方針の変更） 

従来、当社において、平成 10 年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く。）およ

び平成 26 年４月１日以降取得の建物附属設備と構築物を除く有形固定資産の減価償却方法

について定率法を採用していましたが、当事業年度より定額法に変更しております。

   この変更は中期経営計画の策定を契機にその作成前提である固定資産の利用状況を検討し

た結果、稼働率等が長期安定的に推移するものと見込まれ、定額法による減価償却が当社の

設備利用実態をより適切に反映するものと判断したためであります。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当

期純利益はそれぞれ 26,866 千円増加しております。 



表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年 2 月 16 日）

を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

貸借対照表に関する注記

(＊1)担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の内容及び金額

定 期 預 金 106,003 千円

担保に係る債務の金額

買 掛  金 52,693 千円

(＊2)有形固定資産の減価償却累計額

建   物 3,529,897 千円

構 築 物 469,453 千円

機械及び装置 3,103,872 千円

車両運搬具 8,957 千円

工具器具備品 303,170 千円

    (＊3)関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権

長期金銭債権

短期金銭債務

830,124 千円

80,000 千円

807,495 千円

関連当事者との取引関係

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の

名称
住所

資本金又は

出資金(千円)
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)
割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

（千円）

そ の 他

の 関 係

会社

三菱

商事(株) 
東京都 

千代田区
204,446,667 卸売業

被所有

(33.4%) 玄米等の売買

精米の

販売
(2) 3,896,167 売掛金 819,368 

玄米の

仕入
(2) 4,088,461 買掛金 787,656 

取引条件及び取引条件の決定方針等



注 (1)上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

(2)取引価格については、当社一般の取引価格と同様であります。

(2)子会社及び関連会社等

属性
会社等の

名称
住所

資本金又は

出資金(千円)
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)
割合

関連当事者

との関係 取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

（千円）

子会社
㈱ﾐﾂﾊｼ

ﾗｲｽ東海

静岡県

静岡市
90,000 

冷凍食品等

製造業

所有

100％

冷凍食品の仕入

資金の援助

役員の兼任

貸付金

の貸付
 (2) 80,000 

長期貸付金

(2)(3) 
80,000 

利息の

受取
(2) 222   － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

注(1) 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(2) 運転資金として貸付を行っております。

なお、貸付利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。

  (3) 当該子会社への貸付金に対し、当事業年度において合計 65,450 千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。また、当事業年度において合計 15,421 千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

重要な後発事象

当社は、2019 年 5 月 24 日の取締役会において丸紅株式会社が保有するミツハシ・丸紅ライ

ス株式会社の株式 31.0％を追加取得することを決議し、5 月 31 日付で株式譲渡契約を締結いた

しました。

（1）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称  ミツハシ・丸紅ライス株式会社

事業内容      米麦雑穀販売業

②企業結合を行う主な理由

当社は、丸紅株式会社およびミツハシ・丸紅ライス株式会社と共にそれぞれの得意分

野を生かしながら事業の拡大、発展を図るべく協議を重ねてまいりましたところ、米

穀卸として事業基盤を有する当社が、ミツハシ・丸紅ライス株式会社を子会社化し経

営することが、同社の企業価値の向上および当社との一層のシナジー効果を発揮する

最善の策であるとの合意に至り、株式取得を行うことになりました。



③企業結合日

  2019 年 6 月 28 日（予定）

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称

変更ありません。

⑥取得した議決権比率

 企業結合直前に所有していた議決権比率  49.0% 

 企業結合日に追加取得する議決権比率   31.0% 

取得後の議決権比率           80.0% 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権の 31.0％を取得するた

めです。

（2）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合直前に所有していた普通株式の企業結合日における取得原価     295,470 千円

取得の対価     現金                         171,227 千円

取得原価                            466,697 千円

（3）主要な取得関連費用の内容及び金額

    現時点では確定しておりません。

（4）発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（5）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

当期純利益                            26,552 千円 


